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１ はじめに 

寝屋川市の自治の基本理念を定めた「寝屋川市みんなのまち基本条例」

（以下「条例」といいます。）が平成 20 年４月に施行され、市では『み

んなが誇れる住みよいまち』の実現に向けた取組が進められてきました。 

条例の施行から概ね 18 年が経過し、この間、人口減少・少子高齢化の

進行に伴う地域コミュニティの担い手不足や、災害の激甚化・頻発化な

ど、市を取り巻く環境は大きく変化しています。さらに近年では、生成

ＡＩ技術の急速な進展に代表されるデジタル技術の発達により、社会の

仕組みや人々の暮らし、価値観など、社会全体のあり様が大きく変化し

つつあります。 

こうした時代の変化等に適切に対応し、条例をより良いものにしてい

くため、第 27 条に「条例の検証」の項目を設けており、５年を超えない

期間ごとに、条例の趣旨にのっとって検証を行うことを定めています。

令和８年度は、前回の検証から４年目を迎えたところですが、条例では

第 19 条において総合計画について規定をしており、現計画については、

令和９年度に計画期間の終了を控えています。そのため、次期総合計画

の策定を円滑に行っていくことを目的として、総合計画の策定に指針を

与える条例の検証を１年前倒しで行い、検証委員会において全５回の会

議を開催し、その結果を本提言書として取りまとめました。  

検証委員会での議論を含め本提言書の内容が、「みんなが誇れる住み

よいまち」の実現に役立てられることを期待するとともに、市民・議会・

行政の協働によるまちづくりをより一層推進され、寝屋川市の更なる発

展につながることを願います。 

寝屋川市みんなのまち基本条例検証委員会 
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２ 検証の考え方 

みんなのまち基本条例の検証に当たっては、条例制定時の想いや過去

の検証内容等を踏まえる中で、主に以下の４つの視点を基本として、各

条文の内容や取組状況の確認など幅広く検証を行いました。  

⑴ 社会情勢に適合しているか  

人口減少・少子高齢化の進行、地震や豪雨災害の発生など、本市を

取り巻く環境の変化や国の法律の制定改廃などを踏まえ、条例に規定

されている事項や内容が現在の社会情勢に適合しているか、また、新

たな事項や内容を追加する必要がないか、といった視点で検証  

⑵ 形骸化していないか  

条例制定時の意義や内容が失われ、時代の変化とともに中身のない

形だけのものになっていないか、といった視点で検証  

⑶ 本市にふさわしいものであり続けているか  

本市が過去から積み上げ、受け継いできた文化や歴史、地域同士の

つながり、条例制定から現在に至るまでの市政運営に係る状況の変化

などを踏まえ、条例に規定されている事項や内容が、本市にふさわし

い事項や内容となっているか、また、新たな事項や内容を追加する必

要がないか、といった視点で検証  

⑷ 基本条例としてふさわしい規定となっているか  

本条例の原案は、条例制定時に公募市民等を構成員とする市民検討

委員会で作成したものであることを十分に踏まえ、制定当時の想いを

念頭に置きながら、自治基本条例としてふさわしいものであるか、と

いった視点で検証 



 

3 

３ 条例の検証 

検証委員会では、条例の前文及び各条文の内容や現状について確認し、

条例の見直しや逐条解説※の充実等の必要性などについて検証を行いま

した。 

以下、各委員からの主な意見を「見直した方が良い」「現行のとおり

で良い」「その他」に大別して整理するとともに、最終的な検証委員会

としての意見をまとめました。 

※逐条解説とは、法律や条例などの条文を一条ずつ順番に取り上げ、その意味・趣旨・背景・

適用範囲を説明する解説方法であり、本市においては「みんなのまち基本条例の解説」を本条

例の逐条解説として策定しています。  
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⑴ 前文の検証 

現行条文 

寝屋川市は、淀川と市内の中心部を流れる寝屋川の恩恵を受け、豊かな

水と緑の自然環境に包まれ、発展してきたまちです。石宝殿古墳等の文化

財、茨田堤や鉢かづき姫の伝承等、文化と歴史が息づいています。 

人と人とのふれあいを育む温かい人情が受け継がれ、また、互いに支え

合うつながりや活動は根強く、様々な市民活動が広がりを見せています。 

そのような中、人口減少・少子高齢化が進行するなど、社会環境は大

きく変化し、様々な課題に直面しています。また、地方分権の流れの中

で、地域が協働して自ら課題を解決する必要があります。 

市民がまちづくりの主役であることを自覚し、信頼関係をより深める

ことで地域の力を結集して、みんなが誇れる住みよいまちを「協創」し

なければなりません。豊かな文化風土を大切に守り育てつつ、このまち

を愛し、誇りとして次の世代へ引き継いでいかなければなりません。 

私たちは、人類共通の願いである恒久平和と持続的な社会が広く世界

に築かれることを望み、 

人権を尊重し、人のつながりや地域のつながりの強いまち、 

環境に配慮し、安全で安心して誰もが暮らしやすいまち、 

人を豊かに育て、にぎわいと活力のあるまちの実現に努めます。 

私たちは、市民福祉の向上を目指し、互いの個性と能力を発揮すると

ともに、多様性を認め合い、十分な対話のもと市民参画・協働を進め、

“みんなのまち”寝屋川をつくり上げることを決意し、ここに市民、議

会及び行政が共有する寝屋川市における自治の基本的な理念及び原則と

してこの条例を制定します。 
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◆ 文章のつながりについて  

見直した方が良い  

〇 現条文の第３段落は「地方分権の流れの中で、地域が協働して自

ら課題を解決する必要があります。」とあるが、国の動きである「地

方分権」から、急に「地域」に文章が飛んでおりつながりに違和感

がある。修正案として「地方分権の流れの中で、本市のまちづくり

の基本となる地域が協働して自ら課題を解決する必要がありま

す。」としてはどうか。   

現行のとおりで良い  

○ 前文における「地域」は特定の地域ではなく、市域全域を指して

おり、一部の地域コミュニティに留まるものではなく、市全体とし

て寝屋川市が協働してまちづくりを行っていくという意味合いが

あり、その観点からは当該文言を追加することは慎重に検討するべ

きではないか。 

○ この文言を追加した場合、地域コミュニティ活性化推進条例を始

め、他の条例にどのような影響を及ぼすかを考慮する必要があるの

ではないか。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

前文における「地域」は特定の地域ではなく、市域全域を指して

おり、一部の地域コミュニティに留まるものではなく、市全体とし

て寝屋川市が協働してまちづくりを行っていくという意味合いがあ

ることを踏まえ、現行のとおりで良いと考える。  
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◆ その他の意見 

〇 ＤＸと協働について、ＤＸは協働を進める手段でしかないのか、

あるいはもっと大きな役割を担い得るのか、新しい協働の概念とＤ

Ｘはリンクするか、するとしたら、どういう関係として落とし込め

るか。 

〇 ＤＸは、それ自体は目的ではないが、それが進展することで取り

残されている人がいるのではないか。  

〇 市民だけではなく事業者も含めてデジタルデバイド（情報格差）

が拡大していると感じる。  

〇 技術継承の分野では暗黙知をいかに残していくかが課題であり、

ＡＩが得意な分野もあるが、人間でないと出来ない仕事も大切であ

る。 

〇 ＤＸで問題解決ができれば良いがそうではないことも多く、特に

高齢者が取り残されており生活に不自由を感じている方も一定数

おられるのではないか。  

〇  過去の検証委員会において、前文に「子育て」や「福祉」を入れ

るという議論はなかったのか。  

〇  個別具体的に「子育て」や「福祉」を入れるという議論ではなく、

普遍的な内容としてまとめられてきたものである。 
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第１章 総 則 

⑵ 第１条（目的）の検証 

現行条文 

（目的） 

第１条 この条例は、寝屋川市における自治の基本的な理念及び原則

を定めることにより、市民、議会及び行政が、ともに考え、行動し、

信頼関係を深めながら、みんなが誇れる住みよいまちを実現するこ

とを目的とする。 

 

◆ 第１条（目的）について  

現行のとおりで良い  

○ 制定当時からの経緯を踏まえて本条文は普遍的な内容であると

考える。 

 

＜検証委員会としての意見＞ 

 現行のとおりで良いと考える。  
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⑶ 第２条（定義）の検証 

現行条文 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

⑴ 市民 寝屋川市に住み、働き、学び、又は活動する個人、団体及

び事業者をいう。 

⑵ 議会  直接選挙により選ばれた市議会議員により構成される議

決機関をいう。 

⑶ 行政 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び上下水道事業管理者

並びにそれらの補助機関をいう。  

⑷ まちづくり 公共の福祉を増進するあらゆる取組をいう。  

⑸ 市民活動  市民が主体的に行う様々なつながり及びその活動を

いう。 

⑹ 参画 市民が政策等の立案、実施及び評価に主体的に関わること

をいう。 

⑺ 協働 市民、行政その他のまちづくりに関わる様々な立場の人が

相互に尊重し合い、それぞれの役割及び責任を分担し、対等な立場

で協力して、ともに活動することをいう。  
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◆ 第２号：議会について  

見直した方が良い  

〇 「議事機関」とすることで議会の権能を幅広く定義することができ

ると考えることから、本内容については賛同できる。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年の地方自治法の一部改正により、第 89 条第１項において、

議事機関としての議会の役割が明確化されたことから、以下のとお

り条文を見直すことが望ましいと考える。  

 

【変更案】（第２条第２号）  

 ＜変更前＞ 

 （定義） 

 第２条 （略） 

  ⑵ 議会 直接選挙により選ばれた市議会議員により構成され

る議決機関をいう。 

（略）      

  

 

＜変更後＞ 

（定義） 

第２条 （略） 

  ⑵ 議会 直接選挙により選ばれた市議会議員により構成され

る議事機関をいう。 

（略） 

 



 

10 

⑷ 第３条（基本理念）の検証 

現行条文 

（基本理念） 

第３条  市民がまちづくりの主役であることを基本に、市民、議会及

び行政は、それぞれの役割と責務を果たしながら協働してまちづく

りに取り組むものとする。 
 

＜検証委員会としての意見＞

現行のとおりで良いと考える。  
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第２章 協 働 

⑸ 第４条（市民相互の協働）の検証 

現行条文 

（市民相互の協働）  

第４条 市民は、市民相互の協働を推進するため、交流の場等を持ち、

相互に尊重し合いながら、まちづくりに努めるものとする。  

２ 市民は、市民相互の協働により、身近な地域社会の実情に応じ、

自主的で自立的なまちづくりに努めるものとする。  

 

◆ 第１項：「交流の場等」について  

見直した方が良い  

〇  「交流の場等を持ち」の前に「情報交換や地域課題について調整

を行う」と追記してはどうか。  

〇 「交流の場等」がどのような場であるか、逐条解説を読まないと

不明のため「交流の場等」を「交流の機会等」と幅広くするのが良

いのではないか。 

〇  「交流の場」は参加のハードルが高く感じる、「交流の場等を持

ち」を「対話を大切にし」と変更してはどうか。  

〇  逐条解説の文言を用いて「交流と対話の場等」としてはどうか。 

現行のとおりで良い  

〇  「情報交換や地域課題について調整を行う」と追記することで「交

流の場」が限定的に解釈される可能性があり、また逐条解説で示す

「交流の場」は「対話できる機会」を含む前提であると考えられる

ため、現行のとおりで良いのではないか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

 

逐条解説で示す「交流の場」は「対話できる機会」を含む前提が

あり、また「情報交換や地域課題について調整を行う」と追記する

ことで「交流の場」が限定的に解釈される可能性があるため、現行

のとおりで良いと考える。  
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◆ 第１項：「相互に尊重し合いながら」について 

見直した方が良い  

   〇 第２条で「協働」について「市民、行政その他のまちづくりに

関わる様々な立場の人が相互に尊重し合い」と定義されており、第

４条第１項の「相互に尊重し合いながら」は第２条と重複するため

削除してはどうか。  

〇 「相互に尊重し合いながら」について「相互」は本条前段にも「市

民相互の協働」とあり、重複するため不要であると考えるが「尊重

し合いながら」は残しても良いのではないか。 

現行のとおりで良い  

〇 市民検討委員会においても、市民相互の関係性の重要性について

言及されており、「相互」という文言は特に重要なのではないか。 

〇 「相互」について、法改正など明確な理由をもってこの文言を削

除することを説明できるか。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

◆ 第２項：「市民相互の協働」の記載について  

見直した方が良い  

〇 「市民相互の協働により」を「地域協働により」又は「地域の協

働により」に変更してはどうか。  

現行のとおりで良い  

○ 地域協働協議会は寝屋川市に存在する団体の一つであり、本条例

において特定の団体を想起させる文言を用いることは適当ではな

いのではないか。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

市民検討委員会での意見を踏まえ、市民同士が互いに影響し合う

ことを表す「相互」は、特に重要な文言であると考えられるため、

現行のとおりで良いと考える。 

特定の団体を想起させる文言を用いることは適当ではないため、

本条文については現行のとおりで良いと考える。  
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⑹ 第５条（市民と行政の協働）の検証 

現行条文 

（市民と行政の協働） 

第５条 市民と行政は、それぞれの立場及び役割を認め合い、相互に

連携し、信頼及び協働関係を築くものとする。  

２ 行政は、協働を推進するため、市民との交流の場の設定に努める

ものとする。 
 

◆ 第２項：「交流の場」について  

見直した方が良い  

○ 第４条と同様に「交流の場」が逐条解説を読まないと何を指して

いるのか分からないため、表現を変えた方が良いのではないか。 

〇 公的に設定した場でなく、インフォーマルな場として市職員が出

向いて対話することもあると思うので「交流の場」の後に「等」が

ある方が良いのではないか。  

現行のとおりで良い  

〇 第４条第１項における「交流の場等」は、市民同士のコミュニテ

ィによる交流であるが、条文に規定する市民との交流の場として、

例えば井戸端会議に行政が入り込んだと仮定して、それを井戸端会

議と呼べるかは難しいところであり、第４条と同じ文脈でとらえる

のは違うのではないか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

第５条で用いられている「交流の場」は行政が設定する「場」を

想定しており、市民相互の関係に見られるような自然発生的な場を

想定しているものではないため、現行のとおりで良いと考える。  
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⑺ 第６条（安全・安心の向上）の検証 

現行条文 

（安全・安心の向上） 

第６条 市民は、自然災害、犯罪、健康危機等に備え、自己の安全の

確保及び市民相互の協働による安全の確保に努めるものとする。  

２ 行政は、自然災害、犯罪、健康危機等から市民の生命、身体及び

財産を守るため、防災力、防犯力、健康危機対応力等の強化を図り、

市民生活の安全・安心の向上に取り組まなければならない。  
 
 

◆ 逐条解説：行政の取組について 

その他  

〇 逐条解説は条例（条文）の解説を行うものであり、第６条第２項

の逐条解説には条文の解説に加えて、行政の取組であるハザードマ

ップの作成や防犯カメラの設置などが記載されており、条文の解説

に特化した記載とするべきである。  

〇 本市での取組等は「参考」として記載する方法も考えられる。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

⑻ 第７条（透明性の確保等）の検証 

現行条文 

（透明性の確保等）  

第７条 行政は、市民と情報を共有して透明性を確保しなければならない。 

２ 行政は、市民の市政に関する意見、要望、提案等に対して、誠実に応

答しなければならない。 

３ 行政は、政策等の立案、実施及び評価について、経過、内容、効果等

をわかりやすく説明しなければならない。 
 

条文は現行のとおりとした上で、逐条解説の記載内容を整理する

ことが望ましいと考える。  
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◆ 第３項：「わかりやすく説明しなければならない」の相手方につ

いて  

見直した方が良い  

〇 「わかりやすく説明しなければならない」について、逐条解説に

もあるとおり、説明を行う相手方は市民であることから「市民にわ

かりやすく説明しなければならない」としてはどうか。  

現行のとおりで良い  

〇 現実的に、個別具体的に市民（市内の学校に通っている人、市内

の事業所に勤務している人等）に対して政策等を説明することは実

現困難であり、実現できないことを条例に規定することはできない

のではないか。 

その他  

〇 条文に「市民に」を追記しないのであれば、逐条解説に記載のあ

る「市民に」も削除してはどうか。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

⑼ 第８条（情報公開）の検証 

現行条文 

（情報公開） 

第８条 行政は、市民の市政に関する知る権利を保障するため、情報

の公開を推進しなければならない。  

 

◆ 「情報の公開を推進しなければならない」について 

見直した方が良い  

〇 「情報を公開しなければならない」ではなく、「情報の公開を   

推進しなければならない」としている理由はあるのか。  

〇 情報は「公開」よりも日々の「提供」が大切ではないか。  

現実的に、市民に対して政策等を説明することは実現困難であり、実

現できないことを条文に規定することはできないことから、現行のとお

りで良いと考える。※逐条解説の記載については調整中 
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現行のとおりで良い  

〇 「推進」は制定当時の社会情勢のなかでこの文言が用いられて  

きており、これを改正するとなった場合の説明ができるかという懸

念がある。 

〇 条文の中で「提供」という言葉を用いると、提供する情報としな

い情報の違いは何かという議論が生まれ、また「公開」の概念には

「提供」も含まれるという認識のもと、現状で問題ないのではない

か。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

⑽ 第９条（個人情報の保護）の検証 

現行条文 

（個人情報の保護）  

第９条 行政は、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を

保護するため、個人情報を適正に取り扱わなければならない。  

 

＜検証委員会としての意見＞ 

「情報の公開」には「情報の提供」も含まれるという認識である

ことや、制定当時の検討の経緯等を考慮し、現行のとおりで良いと

考える。 

現行のとおりで良いと考える。  
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⑾ 第10条（市民活動の尊重等）の検証 

現行条文 

（市民活動の尊重等） 

第 10 条 行政は、市民活動の自主性・自律性を尊重し、必要に応じて

適切に支援するよう努めるものとする。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

⑿ 第11条（市民参画の推進）の検証 

現行条文 

（市民参画の推進）  

第 11 条 行政は、市政運営に、市民が公平に参画できる機会を確保す

るものとする。 

２ 行政は、市民参画での意見、提案等について検討し、市政に反映

するよう努めるものとする。  

＜検証委員会としての意見＞ 

現行のとおりで良いと考える。  

現行のとおりで良いと考える。  
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第３章 市 民 

⒀ 第12条（市民の役割及び責務）の検証 

現行条文 

（市民の役割及び責務）  

第 12 条 市民は、自己の発言及び行動に責任を持ち、まちづくりに参

画する権利を有する。 

２ 市民は、市民活動の役割を認識し、それを守り、かつ、育てるよ

う努めるものとする。 

 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

現行のとおりで良いと考える。  



 

19 

第４章 議 会 

⒁ 第13条（議会の役割）の検証 

現行条文 

（議会の役割） 

第 13 条 議会は、様々な意見、寝屋川市の状況等を踏まえ、施策の決

定に関わり、市政の監視及びけん制を行う。  

２ 議会は、条例の制定及び改廃、予算の決定並びに決算の認定を議

決する等の権限を有する。  

 

◆ 第２項：「議事機関として、」の追記について 

見直した方が良い  

〇 令和５年の地方自治法の一部改正により、第 89 条第１項において、

議事機関としての議会の役割が明確化されたことから、「議事機関

として、」を追記することについては賛同できる。 
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＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⒂ 第14条（議会の責務）の検証 

現行条文 

（議会の責務） 

第 14 条 議会は、市民の意思が市政に反映されるよう調査し、監視す

る機能を果たすものとする。  

２ 議会は、市民にわかりやすく開かれた議会運営に努めるものとす

る。 

 

＜検証委員会としての意見＞ 

令和５年の地方自治法の一部改正により、第 89 条第１項において、

議事機関としての議会の役割が明確化されたことから、以下のとお

り条文を見直すことが望ましいと考える。  

 

【変更案】（第 13 条第２項） 

＜変更前＞ 

（議会の役割） 

第 13 条 （略） 

２ 議会は、条例の制定及び改廃、予算の決定並びに決算の認定

を議決する等の権限を有する。  

 

 

＜変更後＞ 

（議会の役割） 

第 13 条 （略） 

２ 議会は、議事機関として、条例の制定及び改廃、予算の決定

並びに決算の認定を議決する等の権限を有する。  

現行のとおりで良いと考える。  
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⒃ 第15条（市議会議員の役割及び責務）の検証 

現行条文 

（市議会議員の役割及び責務）  

第 15 条 市議会議員は、市民の代表として、常に自己研鑽に努め、市

政への提案、提言等、公正かつ誠実に職務を遂行するものとする。  

 

◆ 「市民の負託に応えるため、」の追記について 

見直した方が良い  

〇 令和５年の地方自治法の一部改正により、第 89 条第３項におい

て、議員は、住民の負託を受け、誠実にその職務を行わなければな

らないことが明確化されたことから、「市民の負託に応えるため、」

を追記することについては賛同できる。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年の地方自治法の一部改正により、第 89 条第３項において、

議員は、住民の負託を受け、誠実にその職務を行わなければならな

いことが明確化されたことから、以下のとおり条文を見直すことが

望ましいと考える。  

 

【変更案】（第 15 条） 

＜変更前＞ 

（市議会議員の役割及び責務） 

第 15 条 市議会議員は、市民の代表として、常に自己研鑽に努め、

市政への提案、提言等、公正かつ誠実に職務を遂行するものと

する。 

 

 

＜変更後＞ 

（市議会議員の役割及び責務） 

第 15 条 市議会議員は、市民の代表として、市民の負託に応える

ため、常に自己研鑽に努め、市政への提案、提言等、公正かつ

誠実に職務を遂行するものとする。  
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第５章 行 政 

⒄ 第16条（市長の役割及び責務）の検証 

現行条文 

（市長の役割及び責務）  

第 16 条 市長は、社会経済情勢及び市民ニーズの変化に対応し、公正

かつ誠実に職務を遂行するものとする。  

２ 市長は、職員を適切に指揮監督するとともに、組織の改革に取り

組むものとする。 

 

◆ 第１項：「市の代表として」の追記について 

見直した方が良い  

〇 第 15 条において、「市議会議員は、市民の代表として（略）」

とされており、同じく選挙で選ばれている市長について、第 16 条

第１項において、市の代表であることを追記してはどうか。  

現行のとおりで良い  

〇 第 16 条第１項において「市の代表として」と追記した場合、第

２項との関係で、市の代表として他の執行機関を指揮命令するもの

と受け取られる可能性があり、その結果、独立性を有する他の執行

機関との関係性が問題となるおそれがあるのではないか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

※「市の代表として」を追記するかについては調整中  
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⒅ 第17条（行政の役割及び責務）の検証 

現行条文 

（行政の役割及び責務）  

第 17 条 行政は、前例にとらわれることなく、組織及び財政の運営、

人材の活用等の改革に努め、効果的に施策を遂行するものとする。  

２ 行政は、効率的で機能的な組織とし、市民サービスを総合的に提

供するものとする。  

３ 行政は、職員の資質の向上及び人材の育成に取り組むものとする。 
 

◆ 第１項：「適材適所の配置等」及び第３項：「組織的な」の追記

について 

見直した方が良い  

〇 第１項に「適材適所の配置等」を追記して「（略）適材適所の配

置等効果的に施策を遂行するものとする。」にしてはどうか。また

第３項に「組織的な」を追記し、「（略）組織的な人材の育成に取

り組むものとする。」にしてはどうか。  

現行のとおりで良い  

〇 行政の役割及び責務については、職員配置等を包含しているため

職員配置について追記する必要はないのではないか。  

〇 本条例は理念条例であり簡潔に表現するという観点から、現行の

とおりで良いのではないか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

◆ 第１項、第２項「条項の順序」について  

見直した方が良い  

〇 行政の役割を最初に持ってくるという観点から、現条文の第２  

項と第１項を入れ替えたほうが良いのでないか。  

 

 

行政の役割及び責務については、職員配置等を包含しており、理

念条例である本条例を簡潔に表現するという観点から、現行のとお

りで良いと考える。  
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現行のとおりで良い  

〇 市民検討委員会でも議論されたとおり、行政の縦割りを廃し、創

造的な仕事を進めてほしいという市民の思いがあり、より市民の思

いが強い内容を第１項としているため、現在の順序を変更する必要

はないのではないか。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

⒆ 第18条（職員の役割及び責務）の検証 

現行条文 

（職員の役割及び責務）  

第 18 条 職員は、全体の奉仕者としての自覚を持ち、市民の信頼をよ

り一層得るよう努めるものとする。  

２ 職員は、公正かつ誠実に、また創造性を発揮して効率的に職務を

遂行するものとする。 

３ 職員は、知識の習得、技能の向上等自己研鑽に取り組むものとす

る。 
 

◆ 第３項：「自己研鑽」について 

見直した方が良い  

〇 ＡＩ技術の進展速度が早いことを踏まえ、自己研鑽の前に「社会

情勢の変化に応じた」を追加してはどうか。  

現行のとおりで良い  

〇 本条は職員の知識の習得等について規定しているが、ＡＩ技術の

進展に伴う自己研鑽は職員だけが責務を負うものではないのでは

ないか。 

〇 本条文にのみ「社会情勢の変化に応じた」を追加することは他  

の条文と比較して整合性が取れないのではないか。 

〇 「社会情勢の変化に応じた」を追加することで、憲法や法令など

既存のものに対する研鑽は不要であるとの誤解が生じ、新しい物事

だけを研鑽の対象と誤認識される可能性があるのではないか。

※条項の順序については調整中  
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＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

(20) 第19条（市政運営）の検証 

現行条文 

（市政運営） 

第 19 条 行政は、寝屋川市の将来の発展を図るため、総合計画に基づ

き、計画的に市政運営に当たらなければならない。  

２ 前項の総合計画においては、議会の議決を経て、総合的かつ計画

的な市政運営を図るための基本構想を定めるものとする。  

 

◆ 逐条解説：個別計画について 

その他  

〇 逐条解説の第２項について、個別計画の「策定」の文言が重複し

ており文脈がおかしいので、「なお、個別計画については、総合計

画の分野別の実施計画として予算審議等が行われたうえで、策定し

ています。」としてはどうか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

条文は現行のとおりとした上で、逐条解説の記載を整理すること

が望ましいと考える。 

他の条文とのバランスを踏まえ、条文は現行のとおりとする。 

※逐条解説の記載については調整中 



 

26 

(21) 第20条（財政運営）の検証 

現行条文 

（財政運営） 

第 20 条 行政は、健全で持続可能な財政運営に取り組まなければなら

ない。 

２ 行政は、予算編成、執行、決算その他の財政運営に関する情報を

わかりやすく公表しなければならない。  

 

◆ 逐条解説：財政運営の基本原則について 

その他  

〇 逐条解説の第１項について、「（略）貴重な市民の税金を財源   

としていることを認識することが必要です。」とあるが、これは基

本原則ではなく基本理念と考えるので、「財政運営の基本原則は、

限られた財源を効果的かつ効率的に活用するため、何に優先的に配

分していくべきかを検討し、計画的に財源運営に取り組むことで

す。」とし「なお、行政は市の予算について貴重な市民の税金を財

源としていることを認識することが必要です。」は理念として本文

の最後に示してはどうか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

(22) 第21条（行政評価）の検証 

現行条文 

（行政評価） 

第 21 条 行政は、市民サービスの向上を図るため、施策等の必要性、

効率性、成果等について検証し、その評価結果を公表しなければな

らない。 

条文は現行のとおりとした上で、逐条解説の記載を整理すること

が望ましいと考える。 
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◆ PDCI サイクルについて 

その他  

○ 逐条解説に掲載されているイメージ図に PDCI サイクルによるマ

ネジメントとあるが INNOVATION（改善・改革）は本条文の解説と

してどこを読み取るべきか分かりづらいのではないか。   

○ INNOVATION（改善・改革）については、第 21 条に「行政は、市

民サービスの向上を図るため（略）」とあり、この部分で読み取れ

るのではないか。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

(23) 第22条（行政手続）の検証 

現行条文 

（行政手続） 

第 22 条 行政は、行政手続を適正に行い、市政運営における公正の確

保及び透明性の向上を図り、市民の権利利益の保護に努めなければ

ならない。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

(24) 第23条（法令遵守）の検証 

現行条文 

（法令遵守） 

第 23 条 行政は、厳に法令を遵守し、公正な職務の遂行に当たらなけ

ればならない。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

現行のとおりで良いと考える。  

現行のとおりで良いと考える。  

現行のとおりで良いと考える。  
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(25) 第24条（国、他の自治体等との連携）の検証 

現行条文 

（国、他の自治体等との連携）  

第 24 条 行政は、国、他の自治体等と対等・協力関係のもとで連携を

図り、共通する課題の解決に努めるものとする。  

◆ 「国・他の自治体等における共通する課題」について  

見直した方が良い  

○ 条文中「共通する課題」は「広域にまたがる課題」とすることも

できるのではないか。 

現行のとおりで良い  

○ 課題には面的に広域にまたがる課題もあれば、制度的な課題もあ

り、それらを踏まえると現状のままで良いのではないか。  

○ 広域行政という表現は分かりやすいかもしれないが、その言葉に

留まらない制度的な課題もあるのではないか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

 

共通する課題には広域にまたがる課題だけでなく、制度的な課題

もあることを考慮し、現行のとおりで良いと考える。  
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第６章 条例の実効性の確保等  

(26) 第25条（この条例の位置付け）の検証 

現行条文 

（この条例の位置付け）  

第 25 条 この条例は、寝屋川市における自治の基本的な理念及び原則

を定める規範であって、市民、議会及び行政は、この条例に規定す

る事項を誠実に遵守しなければならない。  

２ 議会及び行政は、市政運営並びに他の条例、規則等の制定、改廃

及び運用に当たっては、この条例の趣旨を尊重しなければならない。 

 

◆ 本条例の最高規範性等について  

見直した方が良い  

○   本条例が他の条例制定・改廃などの際に最も尊重するべき条例

であることの証になるよう、「尊重しなければならない」の前に

「最大限に」と追記してはどうか。  

現行のとおりで良い  

○  条例の最高規範性という位置付けをいかに表現するかというこ

れまでの検証の中で、文末を「しなければならない」とした経過が

ある。したがって、「最大限に」と更に追記することについては、

慎重に考えた方がよいのではないか。  

○ 本条例が最高規範性を有していることについては、過去の議論等

において確認されており、条文については現行のとおりで良いと考

える。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

◆ その他の意見 

○ 本条例の内容を市民に積極的に周知する取組が必要である。  

○ 日常生活で本条例を見知る機会が少なく感じる。 

○ 情報の発信については、受け手にどう見てもらうか、伝えるかが

大事であり、伝え方の創意工夫が必要である。

現行の規定においても、他の条例案の検討に当たっては本条例を尊重

し、整合を図ることとしていることから、条文は現行のとおりとした上

で、逐条解説の内容を充実することが望ましいと考える。 

第４回で審議 
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(27) 第26条（住民投票制度）の検証 

現行条文 

（住民投票制度） 

第 26 条 市政に係る重要事項について、直接、住民の意思を確認する

必要が生じたときは、住民投票制度を設けることができる。 

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

(28) 第27条（条例の検証）の検証 

現行条文 

（条例の検証） 

第 27 条 市長は、この条例の内容について、この条例の施行の日から

５年を超えない期間ごとに、この条例の趣旨にのっとって検証を行

い、必要があると認めるときは、所要の措置を講じるものとする。  

 

◆ 検証期間について 

見直した方が良い  

デジタル化・グローバル化の進展、あるいはコロナ禍を意識して

いるのであれば、もっと早く、例えば３年で検証するなどしてもよ

いのではないか。 

現行のとおりで良い  

「５年を超えない期間」について、予算や計画行政といった観点

を踏まえると、一定、妥当な期間であると考える。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

条例検証の期間（５年を超えない期間）については、現状におい

ては一定妥当であると判断されることから、現行のとおりで良いと

考える。 

４つの視点から検証して、現行のとおりで良いと考える。  第４回で審議 

第４回で審議 
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◆ 検証の形骸化について 

その他  

○ 行政の検証報告書の検証結果７に記載されている「検証の形骸

化」を防ぐために、逐条解説において、「検証の形骸化を防ぐ手立

てを講じなければならない」など記載すべきである。 

○ 検証の形骸化については懸念されるところであり、次回の検証時に

は、本条例の実効性確保に関わる資料の提示などを検討してはどうか。 

○ 行政における条例の検証時期を早めるなど、検証の在り方につい

て検討が必要ではないか。  

＜検証委員会としての意見＞ 

 

 

 

 

◆ その他の意見 

○ 条例の検証・見直し後の市民への周知はどのように行うのか。  

また、市の施策を周知する際、本条例の抜粋や引用など、関連性

を示すことはあるのか。いずれにしても、本条例の積極的な周知が

必要ではないか。 

○ 周知に当たっては、広報誌はもちろん、アプリ・SNS と組み合わ

せた手法など、より積極的かつ市民に分かりやすい周知方法につい

て検討する必要があるのではないか。  

今後の検証が形骸化することのないよう、検証方法の工夫が必要

であること等について、逐条解説の内容を充実することが望ましい

と考える。 

第４回で審議 
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４ 寝屋川市みんなのまち基本条例検証委員会開催状況 

 

 日 程 ・ 場 所 会 議 内 容 

第１回 
令和８年７月 17 日（金） 

市役所議会棟５階第二委員会室 

○委員長及び副委員長の選出 

○会議公開の可否 

○寝屋川市みんなのまち基本条例の検証

方法 

○条文の検証（前文から） 

第２回 
令和８年７月 29 日（水） 

市役所議会棟４階第Ⅰ・Ⅱ会議室 

○今後の検証スケジュール 

○条文の検証（第１条から） 

第３回 
令和８年８月 20 日（木） 

市役所本庁舎２階特別会議室Ⅰ 

○第１回、第２回委員会における検証内容 

○条文の検証（第 16 条から） 

第４回 
令和８年 10 月２日（金） 

市役所議会棟５階第二委員会室 

○第３回委員会における検証内容 

○条文の検証（第 25 条から） 

〇寝屋川市みんなのまち基本条例検証結

果提言書（案）の確認 

第５回 
令和８年 10 月 19 日（月） 

サービスゲート４階ゲートルーム２ 

○ 

○ 

○ 
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５ 寝屋川市みんなのまち基本条例検証委員会委員名簿 

（敬称略） 

計８人 

№ 氏 名 所 属 等 区 分 備 考 

１ 新川 達郎 同志社大学 名誉教授 
第１号委員 

学識経験者 
委 員 長 

２ 鶴坂 貴恵 摂南大学 経営学部 教授 
第１号委員 

学識経験者 
副委員長 

３ 川口 肇人 大阪維新の会議員団 
第２号委員 

寝屋川市議会議員 
 

４ 村上 順一 公明党市会議員団 
第２号委員 

寝屋川市議会議員 
 

５ 新井 美賀 公募 
第３号委員 

公募による市民 
 

６ 北野 義正 公募 
第３号委員 

公募による市民 
 

７ 吉田 紀章 経営企画部長兼市長室長 
第４号委員 

寝屋川市職員 
 

８ 三宅 章介 

理事（市民活動部・健康部担当）

兼市民活動部長兼文化スポーツ

室長 

第４号委員 

寝屋川市職員 
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６ 寝屋川市みんなのまち基本条例検証委員会規則 

平成 29 年４月１日規則第 22 号 

改正 令和元年９月 17 日規則第 12 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、寝屋川市執行機関の附属機関に関する条例（昭和 39

年寝屋川市条例第 27 号）第３条の規定に基づき、寝屋川市みんなのまち

基本条例検証委員会（以下「委員会」という｡)の組織及び運営に関し必

要な事項を定めるものとする。  

（組織） 

第２条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命す

る。 

⑴ 学識経験者 

⑵ 寝屋川市議会議員 

⑶ 公募による市民 

⑷ 寝屋川市職員 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、委員となった日の属する年度の末日までとする。  

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（委員長及び副委員長）  

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。  

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれらを定める。  

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けた

ときは、その職務を代行する。  

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。  

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のと
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きは、議長の決するところによる。  

（資料の提出等の要求）  

第６条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるとき

は、関係職員に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協

力を求めることができる。  

２ 委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるとき

は、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼すること

ができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、経営企画部企画一課において処理する。  

（委任） 

第８条 この規則の施行について必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。 

附 則 

この規則は、平成 29 年４月１日から施行する。  

附 則（令和元年規則第 12 号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和元年 10 月 17 日から施行する。 


